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1.序論  
 

1)合併の必要性 
今日、地方自治が直面している課題は数多く、多岐にわたっています。特に、新たな時代に

的確に対応できる分権型行政システムへの変革を成し遂げることが目的の一つであり、地方公

共団体が自主的・主体的に自らの行政を行うことのできる新世紀にふさわしい地方自治を確立

することが期待されています。 
また、住民に最も身近な地方公共団体である市町村には、地域の総合的な行政主体として、

自立性を発揮しつつ、分権型社会における新たな役割を担う地方分権や構造改革、少子高齢化

などの課題への適切な対応が必要とされています。 
総社市・山手村・清音村の 3市村では、古来より、吉備路を中心に歴史的、文化的な結びつ

きが深い地域として現在に至っています。また、3 市村に広がる吉備平野を中心に、交通網な
どの生活基盤が発達し、日用品の買い物や病院・診療所などの受診・通院、中学校への通学な

どの結びつきも強くなっています。このように 3市村では、これらの交流や結びつきを生かし
ながら、これまでにも、広域的な共同事業を数多く行っていました。 
しかしながら、3 市村においても、地方分権、少子高齢化や日常生活圏の広域化にともなう

行政サービスの多様化・高度化など、3 市村単独では対応できない課題への対応が求められて
います。さらに、地方交付税の大幅削減など財政状況が厳しくなることが予測されており、現

在の行政サービスを維持・向上することが困難になりつつあります。 
このような課題を解決していくためには、行政組織や財政基盤の強化、職員の資質の向上な

どを推進できる合併の取り組みが必要となっています。 
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(1)地方分権と構造改革を推進していくために 

地方分権改革を進めるためには、基礎的自治体であり、総合行政サービスの主体である市町

村の自己責任能力が一層強く求められます。また、国・地方と通じた極めて厳しい財政状況の

なか、構造改革、特に歳出構造の改革は緊急の課題となっています。 
また、地方分権時代には、地域の実情に応じた、住民と行政とが協働で進めるまちづくりが

求められており、職員の政策立案能力の向上、専門的な技能や技術を有する職員の確保や育成

など、これらに対応した体制づくりが必要です。 
3 市村では、近隣市町と比して、経常収支比率などの財政状況は良好であるものの、今後予

測される地方交付税などの削減に対応し、自主財源の確保など早急な財政基盤の強化が課題と

なっています。 
今後、自立した都市への発展に向けた体制の強化や専門的サービスを提供していくためには、

地方分権時代にふさわしい行財政基盤を整えることのできる 3市村の合併を進めていくことが
重要です。 

 
 

【参考：3市村の財政状況 〔経常収支比率〕】 
財政構造の弾力性や硬直化の度合いを示す経常収支比率は、3 市村とも市平均、町村平均、

県平均を下回っているものの、近年、その数値が上昇しており、財政の硬直化が進みつつある

ことを示しています。 
 

◇経常収支比率の推移 
 
 
 
 
 
 

（単位：％） 〔県内の指標〕

 H10年度 H11年度 H12年度 H13年度 H14年度  H14年度

総社市 85.3 83.3 80.6 80.3 82.0 市平均 87.9

山手村 71.4 74.1 78.3 80.4 83.6 町村平均 85.3

清音村 78.4 77.2 80.4 80.9 84.2 県平均 87.0

資料：岡山県市町村課『平成14年度　市町村別決算状況』

岡山県市町村課『平成14年度　岡山県市町村年報』
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(2)少子高齢化に対処していくために 

わが国では本格的な少子高齢社会が到来しており、これからの市町村には、税負担の主役で

ある若者層の減少のなか、高度化、多様化する行政サービスを提供し、しかもその水準を維持

していくことが期待されています。そのためには、財政力の強化とともに、専門的な技能や技

術を有する職員の確保や育成、ボランティアや NPO に代表される福祉やまちづくりなどを支
える人材の確保などが必要です。 
また、ますます高齢者が増加することから、行政のみならず、地域で高齢者を支えていくこ

とが期待されています。そのため、地域コミュニティ活動を担う人材の育成や仕組みづくりな

どの支援による地域コミュニティの維持や活性化も重要です。 
3市村では、近隣市町と比して、少子・高齢化の進展は緩やかなものの、確実に進んでおり、

早急に対応しておくことが課題となっています。 
今後、地域医療の充実や健康づくり、高齢者福祉や子育て支援、地域コミュニティの維持・

活性化など、少子高齢化や住民の多様なニーズに応えるためには、専門的な部署組織の設置や

職員の確保・育成が可能となる３市村の合併を進めていくことが重要です。 
 
 

【参考： 3市村における少子・高齢化の状況】 
平成 12（2000）年国勢調査における 65歳以上の高齢化率をみると、3市村全体では 18.7％

であり、岡山県平均（20.2％）を下回っています。市村別ではそれぞれ 18.6～18.7％です。 
一方、0～14歳の年少人口は、年々進む出生率の低下に伴い、昭和 55年から平成 12年にか

けて、3市村全体で約 3,000人減少しています。そのため、年少人口比率も急速に低下してい
ます。 

 
◇65歳以上人口（老年人口／左）及び 0～14歳人口（年少人口／右）の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

13,38513,49211,74511,03310,308

23.5 22.6

19.1
16.9 15.6

0
2,000
4,000
6,000
8,000
10,000
12,000
14,000
16,000

S55 S60 H2 H7 H12

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

（人） （％）人口

比率

6,867 7,651
8,928

10,570
12,349

12.1 12.8
14.5

16.2
18.7

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

S55 S60 H2 H7 H12

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

（人） （％）人口

比率



 

4 

 
(3)増大する広域的な行政サービスに対応していくために 

昭和の大合併による現在の市町村の枠組みが概ね出来上がった昭和 30 年頃以後、わが国の
社会構造、産業構造は大きな変化をとげました。3 市村では、ごみ・し尿処理や中学校教育、
消防救急業務や介護保険の介護認定審査事務などを共同で行ってきました。また、山手村や清

音村の中学生は総社市に通学しており、生徒やその保護者を含めて、住民どうしの結びつきや

交流も活発です。 
しかし、現在では行政上のエリアと、実際の生活エリアが大きくずれており、広域的な事業

や施策に対する住民ニーズに応えられる仕組みへ転換することが課題になっています。また、

3市村がそれぞれで、同様な行政サービスを提供することも効率的ではありません。 
今後、広域的な行政課題への適切な対応を進めるためには、行政上のエリアと生活エリアの

ずれを解消するとともに、3 市村が育んできた結びつきや交流を生かしながら一体的・総合的
な行政サービスが提供できる 3市村の合併を進めていくことが重要です。 

 
 

【参考： 主な広域行政による共同処理の状況】 
3 市村では、下記のような事業について、共同で行ってきました。歴史的、地形的、そして

社会・経済的な結びつきに加えて、行政事務においても、3 市村の結びつきは深いものがあり
ます。 

 
◇主な共同処理の状況・事業内容等 
組織 名称 事務内容等 
一部 総社広域環境施設組合 ごみ・し尿処理 
事務 岡山県総社市外二箇村中学校組合 中学校教育 
組合 湛井十二箇郷組合 湛井十二ヶ郷用水路の維持管理 

 岡山市外一市一村大正池水利組合 大正池（山手村宿）の用水を配分 
受委託 総社市消防本部 総社市が 2村などの消防救急業務を受託 
共同 総社圏域介護認定審査会 介護保険の介護認定審査事務 
処理 総社圏域広域行政推進協議会 CATV回覧板チャンネル・HPの運営 

(利用) 図書館業務 圏域内在住在勤者への図書の閲覧・貸出 
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2)計画策定の方針 
(1)計画の趣旨 

この計画は、3 市村が合併し、新しい市のまちづくりを推進していくための基本方針を示す
ものです。この基本方針に基づいたまちづくりを進めていくことによって、合併後の新市の速

やかな一体化を促進し、地域の均衡ある発展と住民福祉の向上を図ろうとするものです。 
 

(2)計画の構成 
この計画は、新市の新しいまちづくりを推進していくための基本方針と、それを実現するた

めの主要施策、公共施設の統合整備及び財政計画を中心として構成します。 
 

(3)計画の期間 
この計画の期間は、平成 17（2005）年度から平成 26（2014）年度までの 10ヶ年とします。 

 
(4)計画策定の基本的な考え方 

①この計画の内容は、単にハード面だけの整備ではなく、これからの時代に対応する、ハー

ド・ソフト両面での振興整備などの幅広いものとします。 
②新しい時代を展望した長期的な視野に立ち、健全な財政に裏付けられた着実な計画としま

す。 
③新市の一体性の速やかな確立を進めながら、各地域の実情に応じた施策を推進し、新市全

域の均衡ある発展を目指していく計画とします。 
④市民の福祉の向上と生活水準・文化水準のレベルアップを目指し、真に必要な質の高い市

民サービスの提供に努めるとともに、組織や運営の合理化による行政のスリム化が可能な

計画とします。 
⑤計画の策定にあたっては、アンケートや懇談会などをはじめとする住民参加による透明性

の高い計画策定を進め、策定後は機会をとらえて住民への周知と理解に努めます。 
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2.新市の概況 
 

1)自然的条件 
(1)位置・地勢 

総社市・山手村・清音村は、岡山県の南西部に位置し、東部は岡山市、南部は倉敷市の二大

都市に隣接しています。この立地条件の良さが新市の魅力の一つであり、アンケート結果から

も「住み良い地域」として表れています。 
総面積は 212.00ｋ㎡で、地域の中央を北から南に岡山県の三大河川のひとつ高梁川が貫流し、

南部地域は扇状地勢の沖積平野である吉備平野が東西に広がっています。その吉備平野に市街

地が帯状に連なり、市街地周辺には集落が形成され静かな農村を形成しています。 
中北部は、高梁川両岸に集落が形成されているほか、吉備高原の一部を形成する森林地帯と

なっており、標高 200～400m の山が連なり、山腹に集落が点在しています。また、倉敷市と
隣接する南東部には福山山系が東西に座し、南に高く北になだらかな丘陵地となっています。 

 
●位置図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    国土地理院 1/200,000地勢図：「高梁」、「岡山及丸亀」  
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(2)気候 

年平均気温 16.5℃前後、雨量は年間 1,000mm前後で、瀬戸内海特有の温暖、少雨の恵まれ
た気候です。 

 

2)歴史的条件 
(1)地域の沿革 

3 市村は、かつての古代吉備の国の中心として栄えた地域であり、縄文以前から人々が生活
していた形跡がみられます。古墳時代には吉備の中心地として栄えたことをうかがわせる数多

くの古墳が残されています。 
飛鳥・奈良時代には、備中の国府も置かれ、国分寺、国分尼寺も配置され、備中の国の政治・

経済・文化の中心地として栄えました。平安時代には備中国内の神々を合祀した総社宮が建て

られました。総社市の名称はこれに由来しています。 
鎌倉時代以降は、地方政治の町から山陽道や高梁川の水運を生かした、門前町、宿場町的性

格に様変わりするとともに、豊かな農村地域としても発展しました。江戸時代には、岡山藩や

足守藩など複数の藩領や幕府領など複雑な統治形態となっていました。 
3市村のうち、山手村と清音村は、明治 22（1889）年に誕生し、現在に至っています。総社

市は、明治、昭和に合併を繰り返しながら、昭和 29（1954）年に誕生し、昭和 47（1972）年
に当時の吉備郡昭和町を編入しています。 
高度成長期の昭和 40年代頃からは、県南工業地帯の発展に伴い、宅地開発が進むとともに、

その後背地として内陸工業も発展しています。近年では、歴史に培われた吉備文化と、高梁川

の恵みを始めとする豊かな自然環境を背景に、住宅都市・学園都市としての発展もみせていま

す。 
 

●各市村の主な沿革 
 時期 形式 関係市町村 

昭和 29 
(1954)年 合体 

市制施行 
・吉備郡総社町、阿曽村、池田村、久代村、山田村、新本村、都
窪郡常盤村 

 
 ※昭和 26(1951)年 総社町が吉備郡服部村、神在村を編入 
 ※昭和 29(1954)年 総社町が吉備郡秦村、都窪郡三須村を編入 

総社市 

昭和 47 
(1972)年 編入 吉備郡昭和町 

山手村 明治 22 
(1889)年 － 村制施行 

・窪屋郡西郡村、地頭片山村、岡谷村、宿村 

清音村 明治 22 
(1889)年 － 村制施行 

・窪屋郡黒田村、古地村、上中島村、柿木村、軽部村、三因村 
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3)社会・経済的条件 
(1)人口・世帯数 

3市村の人口は、近年少しかげりがみられるものの増加傾向にあり、昭和 55（1980）年から
の 20年間で 56,865人から 66,201人となり、9,336人、約 16.4％増加しています。これは、
岡山県全体の 4.3％と比べると大変高い数値であり、3 市村が着実な発展を続けてきたことを
示しています。 
年齢別人口では、少子・高齢化が進みつつありますが、その進行度合いはそれほど急激では

ありません。平成 12（2000）年の国勢調査では岡山県全体の年少人口（0～14歳）比率 14.9％、
老年人口（65歳以上）比率 20.2％に比して、3市村は年少人口比率 15.6％、老年人口比率 18.7％
となっています。 

 
●人口・世帯数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●年齢別人口の比率（平成 12年） 
 
 
 
 
 
 
 

S55 S60 H2 H7 H12

1980 1985 1990 1995 2000

人口(人) 56,865 59,714 61,459 65,437 66,201

総社市 49,107 51,240 52,724 56,097 56,531

山手村 3,078 3,429 3,629 3,856 4,018

清音村 4,680 5,045 5,106 5,484 5,652

世帯数(世帯) 15,587 16,530 17,601 20,423 21,674

総社市 13,622 14,355 15,309 17,836 18,909

山手村 732 827 896 1,009 1,090

清音村 1,233 1,348 1,396 1,578 1,675

資料：国勢調査
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(2)交通条件 

3市村は、山陽自動車道、岡山自動車道などの高規格幹線道路や、JR伯備線、吉備線、井原
鉄道などの交通網の結節点となっています。また、岡山空港にも近いことから、中四国の広域

交通の結節点でもあり、広域交通拠点としての発展性の高い地域です。 
 

(3)土地利用 
地域の北部については、そのほとんどが山地や丘陵地であり、高梁川に流れ込む支流沿いの

平坦地に集落地が形成されていたり、農地として利用されていたりします。 
地域の南部における高梁川の両岸には平坦地が広がっており、市街地が形成されています。

市街地の周辺では農地が広がっています。 
 

●土地利用現況図 
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(4)産業 
①農業 

岡山県平均と比べると 1戸当たりの経営耕地面積、農業産出額がともに低く、農業の占める
割合は比較的低いといえます。なお、栽培の中心は米や果樹です。 
また、特産品をあげると、総社市がマスカット、桃、ナス、山手村がセロリ、メロン、桃、

清音村がスイートコーン、イチゴとなっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②商業 

年間商品販売額をみると、総社市が地域計の約 95％を占めています。人口千人当たり小売業
商店数では、3 市村とも岡山県全体の平均を下回っています。1 商店当たり年間商品販売額で
は総社市が岡山県全体を上回っていますが、総体的には、3 市村は人口に比べて年間商品販売
額も低く、商業機能の集積・向上が課題といえます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

総農家数 経営耕地 農業 1戸当たり 1戸当たり

面積 産出額 経営耕地面積 年間農業産出額

戸 ha 千万円 a 万円

総社市 3,455 1,946 374 56.3 108.2

山手村 307 188 49 61.2 159.6

清音村 313 197 30 62.9 95.8

3市村計 4,075 2,331 453 57.2 111.2

岡山県 90,053 58,106 13,620 64.5 151.2

資料：平成12(2000)年世界農林業センサス

平成13～14(2001～2002)年岡山県農林水産統計年報

小売業 年間商品 人口1,000人当たり 1商店当たり

商店数 販売額 小売業商店数 年間商品販売額

店 百万円 店 万円

総社市 535 54,636 9.43 10,212.3

山手村 28 1,468 6.69 5,242.9

清音村 26 1,456 4.58 5,600.0

3市村計 589 57,560 8.84 9,772.5

岡山県 21,099 1,959,994 10.75 9,289.5

資料：平成14(2002)年商業統計調査
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③工業 

年間製造品出荷額等をみると、総社市が輸送用機械器具を中心に、地域計の約 95％を生産し
ています。総社市は、千人当たり事業所数で岡山県平均を上回っており、1 事業所当たり年間
製造品出荷額等で高い数値を示しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業所数 従業者数 製造品 人口1,000人当たり 1事業所当たり

出荷額等 事業所数 製造品出荷額等

事業所 人 百万円 事業所 万円

総社市 151 8,754 218,736 2.66 144,858.3

山手村 6 153 1,576 1.43 26,266.7

清音村 12 275 8,804 2.11 73,366.7

3市村計 169 9,182 229,116 2.54 135,571.6

岡山県 4,706 154,606 6,289,547 2.40 133,649.5

資料：平成14(2002)年工業統計調査
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3.主要指標の見通しと住民の意向  
 

1)主要指標の見通し 
(1)人口の見通し 

新市の誕生により知名度やイメージアップとともに、保健・医療・福祉に関する施策の充実、

子育て支援策の展開、就業の場の確保、U・J・Iターンの支援など定住につながる施策を積極
的に進めていきます。 
そのため、平成 27（2015）年における総人口の目標を 67,000人とします。 

 
●総人口の見通し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年齢 3階級別人口については、構成比でみると、年少人口は 1.4％ほど、生産年齢人口は 3％
ほど低下し、老年人口が約 7.4％上昇すると予測されます。 

 
●年齢 3階級別人口の見通し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

67,000

59,714 61,459
65,437 66,201

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

（人）

目標値 実績値

実績値 目標値

S60 H2 H7 H12 H27
1985 1990 1995 2000 2015

総人口 人 59,714 61,459 65,437 66,201 67,000
0～14歳 人 13,492 11,745 11,033 10,308 9,510
年少人口 ％ 22.6 19.1 16.9 15.6 14.2
15～64歳 人 38,571 40,786 43,812 43,544 40,000
生産年齢人口 ％ 64.6 66.4 67.0 65.8 59.7
65歳以上 人 7,651 8,928 10,570 12,349 17,490
老年人口 ％ 12.8 14.5 16.2 18.7 26.1
年齢不詳 人 0 0 22 0 -
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(2)世帯数の見通し 

1世帯当たりの人員は、今後さらに核家族化が進展し、10年後では 2.87人/世帯へと減少す
るものと想定されます。世帯数の見通しは、総人口と 1世帯当たりの人員の見通しから、23,340
世帯と想定されます。 

 
●世帯数の見通し 

 
 
 
 
 
 
 

(3)就業人口の見通し 
産業大分類別の就業人口については、以下のとおり想定します。 

 
●産業大分類別の就業人口の見通し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実績値 目標値

S60 H2 H7 H12 H27
1985 1990 1995 2000 2015

総人口 人 59,714 61,459 65,437 66,201 67,000
世帯数 世帯 16,530 17,601 20,423 21,674 23,340
世帯人員 人/世帯 3.61 3.49 3.20 3.05 2.87

実績値 目標値

S60 H2 H7 H12 H27
1985 1990 1995 2000 2015

総人口 人 59,714 61,459 65,437 66,201 67,000
就業人口 人 30,052 31,169 33,722 33,252 33,630
就業人口比率 ％ 50.3 50.7 51.5 50.2 50.2
就 第1次産業 人 3,976 3,104 2,763 2,251 1,780
業 ％ 13.2 10.0 8.2 6.8 5.3
人 第2次産業 人 12,461 13,011 13,645 12,417 11,170
口 ％ 41.5 41.7 40.5 37.3 33.2
内 第3次産業 人 13,586 15,050 17,284 18,561 20,680
訳 ％ 45.2 48.3 51.3 55.8 61.5

分類不能 人 29 4 30 23 -
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2)住民の意向 
   （「新しいまちづくりに関するアンケート」調査結果の要旨） 

(1)調査目的・対象・方法 
「新しいまちづくりに関するアンケート」調査は、新市の将来イメージなど新しいまちづく

りに関する意向を把握し、新市建設計画策定の資料とすることを目的として、平成 15（2003）
年 12 月、総社市・山手村・清音村内の 20 歳以上の方から、人口比に応じて無作為抽出した
4,800人を対象に実施したものです。有効回収数は 2,345件、回収率は 49.1％（発送先未着分
を除く）でした。 

 
(2)新市の将来イメージ 

3市村合併後、住民のみなさんが望まれている新市の将来イメージは、「安全・安心に暮らせ
るまち」が 58.3%と最も高く、次いで「医療が充実したまち」、「自然環境を大切にするまち」、
「福祉が充実したまち」となっています。 
新市の新しいまちづくりでは、3 市村に広がる豊かな自然環境を守っていくとともに、医療

や福祉が充実し、安全で安心して暮らせる生活環境が望まれています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

58.3%

42.5%

33.9%

30.7%

27.1%

19.2%

14.2%

13.1%

11.1%

9.0%

8.1%

6.3%

5.2%

3.9%

1.4%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

安全・安心に暮らせるまち

医療が充実したまち

自然環境を大切にするまち

福祉が充実したまち

身のまわりの生活環境が充実したまち

人づくりを大切にするまち

歴史・伝統を大切にするまち

道路や公園など都市基盤が充実したまち

教育環境が充実したまち

文化の香りがあるまち

ベッドタウン・定住のまち

観光・交流のまち

商工業が盛んなまち

農林業が盛んなまち

その他

無回答等



 

15 

 
(3)合併に対する期待 

住民のみなさんが合併に期待されていることは、「行政組織のスリム化による経費の節減」

が 52.2％と最も高く、次いで「地域イメージの向上による雇用の場の拡大や若者の定着」、「専
門的な知識や技術をもった職員の確保・育成による多様で質の高い行政サービスの実施」の順

となっています。 
合併に対する期待では、行政経費の削減が最も求められており、雇用の拡大や若者の定着、

質の高い行政サービスの充実などが求められています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

52.2%

39.5%

35.2%

34.2%

33.3%

27.2%

9.6%

5.4%

2.2%

8.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

行政組織のスリム化（職員や議員の

人数の削減など）による経費の節減

地域イメージの向上による　

雇用の場の拡大や若者の定着

専門的な知識・技術をもった職員の確保・育

成による多様で質の高い行政サービスの実施

行政窓口、文化・スポーツ施設、保育所

などにおける旧市村を越えた利用の拡大

行財政基盤の強化による少子高齢化対策

などの重要課題への積極的な対応　　　

道路などの基盤整備や産業振興　　　　

などにおける広域的なまちづくりの展開

重点的な投資による質の高い　

施設整備や大規模な事業の実施

期待するものはない

その他

無回答等
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(4)合併に対する不安 

住民のみなさんが合併に対して不安を感じられることは、「行政サービスが低下したり、税

や公共料金などの住民負担が増えたりする」が 54.5%と最も高く、「合併後の中心部と周辺地
域とで地域間格差が生じる」、「面積が広くなり、行き届いたサービスが受けられなくなる」が

上位にあがっています。 
なお、山手村や清音村では、「合併後の役所（役場）が遠くなり、不便になる」の割合が高

くなり、「従来の住民意識が残り、旧市村間で対立が生じる」や「不安はない」の割合が低く

なっており、3市村間で違いがみられます。 
合併に対する不安では、住民負担に対する不安が大きく、行政区域の拡大による地域間格差

やサービス水準の低下を懸念されています。山手村や清音村では、合併後の役所（役場）が遠

くなることに不安を感じられています。これらの不安を少しでも解消していくことが求められ

ています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

54.5%

40.3%

36.9%

21.2%

16.6%

15.9%

12.4%

10.3%

1.5%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

行政サービスが低下したり、税や　　　

公共料金などの住民負担が増えたりする

合併後の中心部と周辺地域とで

地域間格差が生じる　　　　　

面積が広くなり、　　　　　　　　　　

行き届いたサービスが受けられなくなる

従来の住民意識が残り、

旧市村間で対立が生じる

不安はない

合併後の役所（役場）が

遠くなり、不便になる　

地域の連帯感が薄れ、　　　　　

歴史・文化・伝統などが失われる

議員などの人数が減り、　　　

住民の声が反映されにくくなる

その他

無回答等
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(5)現在の行政サービスの満足度と合併した場合に優先的に取り組んで欲しい施策 
「現在の行政サービスの満足度」を横軸に、「合併した場合に優先的に取り組んで欲しい施

策」を縦軸にとって、現在の行政サービスの満足度と合併後に優先的に取り組んで欲しい施策

について分析しました。 
「病院や診療所などの医療施設」、「救急医療体制」、「市・村政への市・村民参加や意見の反

映」などが、住民のみなさんの満足度が低く、優先的な取り組みが求められている施策です。

一方、「上水道整備」などは、住民のみなさんの満足度も高く、取り組みの優先度が低くなっ

ています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

工業振興･企業誘致

商業の振興

観光の振興

公害対策

地域文化･伝統

自然環境の保全

消防･防災･交通安全

下水道整備

上水道整備

ごみ処理･ﾘｻｲｸﾙ等

ｺﾐｭﾆﾃｨ施設整備

福祉施設･ｻｰﾋﾞｽ

生涯学習機会･施設

情報通信網整備
文化施設整備

生活道路整備

救急医療体制

幹線道路整備

医療施設の充実

身近な公園・広場

子育て支援 教育施設･学校教育

住宅対策

生きがい対策

日常生活の利便性

農林業生産基盤

ｽﾎﾟｰﾂ施設整備

鉄道・バス

住民参加・意見反映

広報活動

人権啓発･男女共同
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満足度が高いが、
より一層の充実が
求められる

満足度が低く、
優先的な取り組みが
求められる

既に満足度が高く、
取り組みの優先度は
あまり高くない

満足度は高くないが、
取り組みの優先度も
あまり高くない

高
い 

 

優
先
的
に
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ん
で
欲
し
い
施
策
の
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合 

 

低
い 

低い   行政サービスの満足度   高い 

※行政サービスの満足度の点数は、各項目について「とても良い（非常に満足）」を+2 点、「良い（満足）」を
+1点、「どちらともいえない」を 0点、「悪い（不満）」を-1点、「とても悪い（非常に不満）」を-2点として
計算し、無回答を除く回答者数で平均したものです。 

※優先的に取り組んで欲しい施策の割合は、それぞれの項目を選択した回答数の割合を示したものです。 
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  【3市村別】 
   ◆総社市 

総社市では、「病院や診療所などの医療施設」、「救急医療体制」、「市・村政への市・村民参

加や意見の反映」、「観光の振興」などが、住民のみなさんの満足度が低く、優先的な取り組み

が求められている施策です。一方、「上水道整備」などは、住民のみなさんの満足度も高く、

取り組みの優先度が低くなっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

工業振興･企業誘致

商業の振興

観光の振興
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地域文化･伝統
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ｺﾐｭﾆﾃｨ施設整備

福祉施設･ｻｰﾋﾞｽ

生涯学習機会･施設

情報通信網整備

文化施設整備

生活道路整備

救急医療体制

幹線道路整備

医療施設の充実

身近な公園・広場

子育て支援

教育施設･学校教育
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満足度は高くないが、
取り組みの優先度も
あまり高くない
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   ◆山手村 

山手村では、「鉄道やバスなどの利便性」、「病院や診療所などの医療施設」、「救急医療体制」、

「市・村政への市・村民参加や意見の反映」などが、住民のみなさんの満足度が低く、優先的

な取り組みが求められている施策です。一方、「上水道整備」、「下水道整備」などは、住民の

みなさんの満足度も高く、取り組みの優先度が低くなっています。 
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情報通信網整備
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   ◆清音村 

清音村では、「病院や診療所などの医療施設」、「日常生活の利便性」、「救急医療体制」、「商

業の振興」などが、住民のみなさんの満足度が低く、優先的な取り組みが求められている施策

です。「市・村政への市・村民参加や意見の反映」は満足度が高いものの、より一層の充実が

求められています。「上水道整備」、「下水道整備」などは、住民のみなさんの満足度も高く、

取り組みの優先度が低くなっています。 
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身近な公園・広場
子育て支援

教育施設･学校教育

住宅対策

生きがい対策

日常生活の利便性

農林業生産基盤

ｽﾎﾟｰﾂ施設整備

鉄道・バス

住民参加・意見反映

広報活動
人権啓発･男女共同
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4.計画の基本方針  
 

1)新市の将来都市像 
新市には、特有の伝統文化、豊かな自然環境、地域特有の産業や生活環境を持つ地域が結び

合い、快適な生活と伝統文化や産業及び自然が美しく調和した高いレベルの住みやすさと新た

な吉備文化を創造するまちづくりが期待されます。 
そこで、新市の将来都市像を、次のとおりとします 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

さらに、新市の将来都市像実現のために、「共生」「交流」「文化」の 3 つの大きな柱に基づ
いて、新市のまちづくりを進めていきます。 

 
 

    「共生」   ～やさしさを育てるまちづくり～ 

新市は、豊かな自然環境と歴史景観に恵まれた都市であり、次の世代にこのすばらし

い環境を残していくことは、今に生きるわれわれの責務です。そこで、市民・事業者・

行政が一体となって、良好な自然と歴史景観、生活環境を保全し、環境と共生していく

まちづくりを進めていきます。 
また、少子高齢化、核家族化など社会環境の変化が進むなか、地域の相互扶助機能や

教育力の低下が懸念されることから、それぞれの市村がつくり守ってきたコミュニティ

を生かし、連携を図りながら、すべての市民が健康で互いに支え合う、ともに生きるま

ちづくりを推進していきます。 
そのために環境・福祉・教育・まちづくりなどのさまざまな分野において、市民の参

加を促進するための新しい制度や条件などを整備し、行政と市民がともに地域の暮らし

を支える、新市にふさわしい新しい時代の協働のまちづくりを推進していきます。 
 
 

 地域・文化・自然が支える 
心豊かな生活交流都市  
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    「交流」   ～元気を生み出すまちづくり～ 

新市は、県南広域市町村圏北部における核になる都市として、また中四国における広

域交通の拠点都市として、その恵まれた広域交通性を生かした魅力ある都市づくりを進

め、人・物・情報が集まる交流都市として発展していくことが望まれています。 
そこで、魅力ある賑わいと、安全で快適な都市環境をつくり出していくために、広域

道路網、公共交通などの交流機能の整備や、拠点性を高める都市機能の整備、大都市と

の情報格差の是正のための施設整備などを進めていきます。 
また、合併により新市を形成する旧市村間の交流性を一層高め、新市としての一体感

を醸成していくために、アクセス道や公共交通、情報基盤などの整備に加え、住民同士

の交流を促進するソフト事業を推進していきます。 
 
 
 

    「文化」   ～豊かな心を育むまちづくり～ 

新市は、古くから古代吉備王国の中心として栄えた地域であり、今も残る数多くの文

化遺産は、この地が古代から人が集い豊かに暮らしたすばらしい地域であったことを語

りかけてくれます。この誇るべき吉備文化を現代に生かし、新しい魅力ある新市をつく

りあげていくために、われわれの心のふるさとである吉備路を再発見したうえで、市民

と行政が手を携えて、新たな吉備文化と地域アイデンティティの創出に努めていかなけ

ればなりません。 
そのため、歴史文化遺産、歴史景観の保全整備、情報発信を積極的に進めるとともに、

岡山県立大学をはじめとする数多くの地域の人材と資源を生かした、新しい市民文化を

創造するまちづくりを推進していきます。 
 
 



 

23 

 

2)地域別の基本方針 
これまでの 3市村の土地利用の基本方針と、自然的条件や歴史的条件、社会・経済的条件や

発展経緯などを踏まえ、新市では次の 4地域に区分し、地域別の基本方針を定めます。 
 

●4つの地域 
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●北部地域 

 

地域の概況  
・新市の北部にあって賀陽町、高梁市、美星町などに接する一帯は、豊かな

森林が広がり、高梁川、槇谷川等の清流や豪渓、秋葉山をはじめとする景

勝に恵まれています。 

   

地域の 
基本方針 

 

森林と川が織りなすふれあい環境のまち 
 
●水源の涵養や治山対策と合わせ農林業とレクリエーションが共存する地域 
 
・地域に適合した農業基盤整備や防災対策、生活環境整備を進め、都市的地

域では望むことのできない自然と一体となった居住環境の確保に努めてい

きます。 
・地域の拠点となる地区については、必要に応じてそれぞれ道路、上下水道、

公園の整備など定住と賑わいのための施策を引き続き進めていきます。 
・数々の自然資源やレクリエーション施設などの森林と水辺空間が一体化し

たレクリエーションゾーンの形成を図っていきます。 
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●西部地域 

 

地域の概況  

・高梁川の西側にあって真備町、矢掛町、美星町などに接する一帯は、農業

条件に恵まれた穏やかな田園風景が多く残され、この優良な環境、条件を

背景として工業団地や住宅団地が配置されるなど、特色のある地域となっ

ています。 

   

地域の 
基本方針 

 

緑の田園に広がる農業とハイテクの定住のまち 

 
●農業と工業と住宅が共存する地域 
 
・まとまりのある優良農地については、長期的に保全を図る一方で、農業基

盤整備を進め、生産性の高い農業生産地の形成を図るとともに、近隣商業

機能や生活道路の整備、そして農業集落排水事業などを総合的に推進して、

田園環境と共生する良好な居住環境の向上を図ります。 
・既設の工業団地に加え田園環境と共存する工業地を配置し、周辺地域にお

ける定住性の確保に努めていきます。 
・総社大橋、豪渓秦橋に加えて、現在整備中の東総社中原線からの新架橋の

実現を目指すとともに、広域的道路の整備も行い、利便性が高い静かな定

住環境を充実させていきます。 
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●南部地域 

 

地域の概況  
・高梁川東部平坦地一帯に広がる地域は、市街地、住宅地域、さらには工業

地域として整備が進められており、新市の中心として都市的サービスとま

ちの賑わいを提供する地域となっています。 

   

地域の 
基本方針 

 

魅力ある交流機能を持つ自然と調和のとれた 
アメニティのまち 

 
●都市核となる公的機関、商業施設、文化施設や住宅地、工業地が、自然と

共存しながら、活力と賑わいと安らぎを生み出していく地域 
 
・市街地については、新市の中心として、緑化の推進、水辺環境の整備など

うるおいのある環境に配慮しながら、都市計画事業を中心に、駅前整備や

土地区画整理事業、総社清音間を連絡する幹線道路の整備などを進めて、

地域の活性化と交流のための基盤を引き続き整備していきます。 
・商業地域については、新たな出店を促進するとともに情報発信環境の整備

を進めます。 
・市民の交流の拠点となる施設を整備し、余暇時間の活用と生きがい対策、

市民文化の高揚を図ります。 
・住宅地域については、生活道路、下水道、公園などを整備し、緑空間の確

保や利便性、安全性に配慮したアメニティの高い居住環境づくりに努めて

いきます。 
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●東部地域 

 

地域の概況  

・新市の東部にあって岡山市、倉敷市に接する一帯は、2 つの県立自然公園
を持つ古代吉備の国の文化遺産が豊富に残された貴重な地域であることに

加えて、岡山自動車道岡山総社インターチェンジ、国道 429 号バイパス整
備、サンロード吉備路など新市の玄関口としての整備も進んでいます。 

   

地域の 
基本方針 

 

歴史文化を守り新しい吉備文化を発信する交流のまち 

 
●数々の歴史遺産と田園景観、大学、広域交通・観光の拠点が共存する、歴

史文化を守り新しい吉備文化を発信する交流地域 
 
・吉備路風土記の丘、旧山陽道周辺地域については、史跡の保全と活用を図

りながら歴史景観を守っていきます。 
・国道 429 号バイパス、県道清音真金線付近への、吉備文化を発信する拠点
施設の整備などを進めるとともに、吉備文化の中心地として内外の体験型

交流拠点の整備や滞留型観光の展開を進めていきます。 
・鬼ノ城を中心とする地域については、その豊かな自然と数々の文化財が融

合したフィールドミュージアムとしてその活用を図ります。 
・岡山県立大学周辺には文化的・学術的な交流と情報発信のための施設、そ

して岡山総社インターチェンジ周辺にはその特性を生かした流通や情報発

信の施設の配置を進め、新市を全国にアピールしていきます。 
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5.新市の主要施策  
  

1)施策の体系 
新市建設の基本方針にもとづいた新市の主要施策の施策の体系は以下のように考えます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
水とみどりあふれる 
快適のまちづくり 
 

【生活環境、都市基盤】 

基本方針 施策の項目 

・適正な土地利用の推進と市街地整備 
・自然環境・歴史的景観の保全と活用 
・道路網の整備・充実 
・公共交通機関の充実 
・情報ネットワークの整備・活用 
・生活基盤の整備・充実 
・公園・緑地の整備 
・消防・防災、防犯、交通安全の推進 
・資源循環型社会の構築 

「
共
生
」 

 
 
 
 

「
交
流
」 

 
 
 
 

「
文
化
」 

地
域
・
文
化
・
自
然
が
支
え
る 
心
豊
か
な
生
活
交
流
都
市 

都市像 

 
人にやさしい健康と福祉の 
まちづくり 
 

【保健・医療・福祉】 
 

 
吉備文化の継承と人を育む 
創造のまちづくり 
 

【教育・文化】 
 

 
活力と躍動のある産業の 
まちづくり 
 

【産業】 
 

 
 
市民主役のまちづくり 
 

【市民・ｺﾐｭﾆﾃｨ】 
 

 
・地域医療の充実 
・健康づくりの推進 
・地域福祉の推進 
・高齢者・障害者福祉の充実 
・子育て支援の充実 
 

・生涯学習の推進 
・学校教育の充実 
・芸術・文化の振興と歴史・伝統の保
全・活用 

・スポーツ活動の振興 
・人権意識の高揚 

 
・農林業の振興 
・商工業の振興 
・観光の振興 
 

 
・男女共同参画社会の実現 
・地域づくりやコミュニティ活動の推
進 

・ボランティア活動、NPOへの支援 

 
 
効率的・効果的な行財政運営 
 

【行財政】 
 

 
 
・効率的な行政運営 
 
・健全な財政運営 
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2)施策の内容 
(1)人にやさしい健康と福祉のまちづくり 
①地域医療の充実 

地域医療体制及び救急医療体制の機能強化のため、総合的な病院等の誘致を促進するととも

に、医療機関等との連携を強化し、かかりつけ医の確立や在宅医療体制の充実、救急・休日・

夜間診療体制の整備などきめ細かな医療サービスの提供に努めます。 
 

②健康づくりの推進 
健康日本 21 計画の地方計画に基づいて、市民一人ひとりの健康寿命の延伸を図るため、生

活習慣の改善、基本健康診査や各種検診、健康教育や健康相談など、疾病予防に重点をおいた

健康づくりの取り組みを展開します。 
さらに、市民の自主的な健康づくりや食の大切さに対する意識の高揚とそのための環境整備

に努めるとともに、病気の予防から治療、アフターケアまで、総合的な取り組みを推進する保

健・医療・福祉等の協力体制や施設の充実に努めます。 
 

③地域福祉の推進 
地域福祉計画を策定するとともに、社会福祉協議会などを中心とする関係機関とのネットワ

ークを強化し、総合的な福祉施策を推進する地域福祉活動推進体制の充実に努めます。 
地域に根ざした福祉活動の展開を図るために、社会福祉協議会や福祉関係団体への支援や指

導を行い、組織の自立及び自主的運営を促します。 
岡山県立大学との連携による福祉関連講座の実施を進めるなど人材の確保・育成や指導者の

養成に努めます。また、福祉ボランティア同士の相互交流や研鑽機会の充実、運営体制の強化

に努め、福祉ボランティア活動の拡充を進めます。 
 

④高齢者・障害者福祉の充実 
老人保健福祉計画（介護保険事業計画）に基づいて、高齢者福祉の施策展開を総合的、計画

的に行います。 
高齢者や高齢者と暮らす家族が安心していきいきと生活できるように、ホームヘルプサービ

スやデイサービスなどの在宅福祉サービスの充実、介護保険事業による施設サービスの充実、

福祉センターや老人福祉施設など施設の整備・充実を行います。 
社会福祉協議会やボランティアなどの福祉関係団体の連携・強化、高齢者を地域で支える見

守りネットワーク事業の展開や介護予防事業などを行うとともに、高齢者の社会参加と生きが

いづくりに取り組みます。 
障害者福祉については、ノーマライゼーションの理念に基づいて、障害者（児）をはじめ、

すべての人々があらゆる面において、差別のないバリアフリー社会を築いていくために、支援

費制度や福祉サービスの充実を図るとともに、社会的自立の促進、様々なイベントや交流活動

の実施、ノーマライゼーションの理念の周知や意識啓発など、心のバリアフリー化に努めます。 
また、道路や公共交通機関、公共施設などのハード面においてもバリアフリー化を推進しま

す。 
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⑤子育て支援の充実 

次世代育成支援対策推進法に基づいて策定した行動計画により、安心して子どもを産み育て

られるように、延長保育や一時保育、休日保育や障害児保育、乳幼児健康支援一時預かり事業、

幼稚園の 3年保育などにより、多様化する子育て支援へのニーズに対応します。 
また、保育施設や設備、乳幼児から児童までが親や地域の人々と一緒に読書や交流ができる

憩いの場、既存施設を活用した子どもが遊べる公園や広場などの整備・充実に努めます。 
さらに、幼稚園・保育所との連携・協力や放課後児童クラブ、ファミリーサポート事業や親

子クラブへの支援などの推進により、総合的な児童の健全育成環境づくりを進めます。 
 
 

施策の項目 主要施策 
地域医療の充実 総合的な病院等の誘致促進 
 地域医療体制・救急医療体制の充実・強化 
健康づくりの推進 健康日本 21地方計画の策定・推進 

各種保健事業の充実  

健康づくり拠点施設の整備 
地域福祉計画の策定・推進 地域福祉の推進 
地域福祉活動推進体制の充実 

 地域福祉団体等の育成強化 
 福祉ボランティア活動の拡充と人材の育成 
高齢者・障害者福祉の充実 老人保健福祉計画の策定・推進 
 高齢者福祉サービスの充実 

障害者の社会的自立促進のための施設・事業の充実  

公共施設等のバリアフリー化の推進 
子育て支援の充実 次世代育成支援計画の策定・推進 
 保育サービスの充実 

放課後児童クラブ・ファミリーサポート事業の充実  
児童虐待の予防強化 
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(2)吉備文化の継承と人を育む創造のまちづくり 
①生涯学習の推進 

市民一人ひとりが生涯にわたって、いつでも、どこでも、だれでも学習できる生涯学習社会

の構築を目指し、生涯学習の拠点としての場の整備充実に努めます。また、学習内容の充実は

もとより、地域コミュニティの活性化を図るためにも、地域単位で学習できる公民館施設等の

整備・充実や体制づくり、活動機会や情報提供の充実、地域活動への積極的な参加を促すなど、

総合的で重層的な生涯学習環境を整えます。 
岡山県立大学が行う公開講座等の情報を市民に提供するとともに、積極的な参加を促します。 
青少年の健全育成については、地域と家庭、学校が一体となった社会環境づくりに取り組み

ます。 
 

②学校教育の充実 
新市の将来を担う児童や生徒が、心身ともに健康でたくましく人間性豊かに成長していくた

めに、一人ひとりの個性を伸ばし、創造性を高める教育内容の充実を図ります。またそのため

の人的環境の整備に努めます。 
新市の豊かな自然環境や伝統・文化にふれる体験学習や地域学習、環境教育など、新市の特

色を生かした教育活動を展開するとともに、地域に開かれた学校づくりを目指します。学校適

応促進事業を実施し、不登校をはじめとする様々な生活指導上の問題の解決や、軽度発達障害

を含む障害児の教育の充実を目指します。 
学校施設改修や設備の整備・充実を図るとともに、コンピュータや情報通信ネットワークな

どの活用を促進するため、校内ＬＡＮやコンピュータの整備充実を図るとともに、ＩＴを活用

した教育を積極的に行います。また、給食施設の整備充実に努めます。 
幼児教育については、人間形成の基礎を育むための環境を整備するため、施設・設備を充実

し、幼稚園と小学校などとの連携・協力を推進するとともに､地域社会や家庭の多様なニーズ

に対応しつつ、幼児がそのニーズに応じた教育を適切に受けられるようにする観点から、幼稚

園と保育所との連携・協力を推進します。 
 

③芸術・文化の振興と歴史・伝統の保全・活用 
市民の自主的・主体的な芸術・文化活動の活発化、多様化を促すとともに、優れた芸術・文

化に接する機会の拡充、作品の展示やその活動の拠点となる文化施設の整備・充実を図り、市

民の総合的な芸術・文化活動の環境づくりを進めます。また、すべての市民が利用しやすい図

書館施設の整備・充実にも努めます。 
歴史や風土のなかで育まれてきた古代吉備文化にまつわる遺跡や遺物の調査を行うととも

に、史跡や古墳等の整備を進めます。また、文化財・美術品等の適切な保存・保全、活用を図

るために、鬼城山環境整備事業や展示施設の整備などを行います。さらに、吉備文化を発信す

る拠点として新県立博物館の誘致を図ります。 
地域の歴史やシンボルを生かしたまちづくりを進めるために、郷土の歴史や文化について学

ぶことのできる施設の整備や学ぶ機会の充実を進めるとともに、古代吉備文化の中心にふさわ

しい歴史的・文化的遺産を生かした情報の発信に努めます。 
 



 

32 

④スポーツ活動の振興 
市民一人ひとりが生涯にわたって、いつでも、どこでも、だれでもスポーツに親しむことが

できるように、既存施設の有効利用や施設の充実を進めるとともに、各世代に応じたスポーツ

活動機会の提供、スポーツ交流事業の充実、総合型地域スポーツクラブ、体育協会、スポーツ

少年団などの各種団体への支援、指導者の育成など、生涯スポーツ環境の充実に努めます。 
また、平成 17（2005）年の岡山国体は、市民参加により円滑な開催に努めます。 

 
⑤人権意識の高揚 

自由で平等な社会を築いていくために、すべての人の人権の尊重と個人の尊厳についての理

解と認識を深める人権教育や啓発活動を展開します。 
 
 

施策の項目 主要施策 
生涯学習の推進 生涯学習拠点の場の整備 
 公民館施設の整備充実 
 青少年の健全育成 
学校教育の充実 教育内容・指導方法の充実 
 地域の特色を生かした教育の展開 
 学校教育施設の整備充実 
芸術・文化の振興と歴史・伝統の 芸術・文化活動の機会の充実 
保全・活用 文化施設・図書館施設の整備充実 
 史跡・古墳等の整備 

鬼城山環境整備事業  
歴史民俗資料館の整備 

 新県立博物館誘致運動の展開 
 地域の歴史やシンボルを生かしたまちづくり 
スポーツ活動の振興 スポーツ施設の充実 
 各種スポーツ団体への支援と指導者の育成 
 市民参加による岡山国体への取り組み 
人権意識の高揚 人権教育・啓発事業の推進 
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(3)水とみどりあふれる快適のまちづくり 
①適正な土地利用の推進と市街地整備 

豊かな自然環境や古代吉備文化のかおる歴史的景観と都市的環境との調和を図りながら、貴

重な財産である限られた新市の土地を有効に活用します。さらに、市民生活の安全性、利便性、

快適性がより確保された個性あるまちづくりを進めるために、総合的かつ計画的な土地利用を

推進します。 
総社駅南地区や清音村上中島地区では、土地区画整理事業を進めるとともに、清音駅東口に

ついても、駅前広場の整備などを進めます。 
 

②自然環境・歴史的景観の保全と活用 
これまで 3市村に恵みとうるおいを与えてきた高梁川や吉備高原など、新市を形成する自然

環境は、吉備路風土記の丘、吉備史跡の両県立自然公園に指定されている地域も多く、今後も

その保全に努めます。また、新市の特色である吉備路の歴史的景観や農村景観・里山風景と共

生するまちづくりを進め、子どもや孫の世代に貴重な財産として伝えます。 
吉備路風土記の丘や旧山陽道周辺では、その環境と景観を保全するため、史跡の保全や屋外

広告物を含む開発行為等への適切な指導などを市民との協力のもと行います。また、福山の史

跡保存や遊歩道の整備・活用を図ります。道路や河川・水路等の整備にあたっては、景観に配

慮したデザインや自然のまま残す工法を積極的に推進します。 
鬼ノ城を中心とする地域では、歴史的景観や古代吉備文化に対する理解を深める体験型交流

施設の整備・活用を進めるとともに、自然環境と古代吉備の文化財が融合したフィールドミュ

ージアムとして活用するため、その拠点となる施設や歴史遺産などのネットワーク化を図りま

す。 
また、自然とのふれあいの場・環境学習の場として、山や川の自然環境の有効的な活用を進

めるために、総社、清音の水辺の楽校などの既存施設の有効利用や森林の持つ多面的な機能を

生かした総合的な活用を図ります。 
 

③道路網の整備・充実 
広域的な道路交通体系を見通したうえで、市民の日常生活の利便性向上や円滑な産業活動を

確保し、地域間交流を強化するための幹線道路や身のまわりの生活道路の整備を、体系的かつ

計画的に整備します。 
特に、総社市と山手村、総社市と清音村を結ぶ幹線道路については、新市の一体性を高める

道路として、積極的に整備を行います。また、高梁川新架橋については、その実現を目指しま

す。 
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④公共交通機関の充実 

JR や井原線などの鉄道やバス路線等の公共交通機関については、それぞれの公共交通機関
の連絡性を高め、利便性の向上を促進します。特に、バス路線については、市内循環バスなど

をはじめとする路線の維持・充実が図られるよう、関係機関に働きかけます。 
JR 総社駅や服部駅では、駐車場の確保など駅前広場の整備を進め、交通結節機能の拡充に

努めます。 
 

⑤情報ネットワークの整備・活用 
新市の情報化を総合的に進めるために、新市の情報化計画を策定します。 
情報基盤整備については、社会資本として全市的な普及を目指し、地域間の情報格差の是正

を図るために、光ファイバや CATVなどの整備を進めます。 
また、豊かな自然環境や吉備路の歴史的景観、古代吉備の国から伝わる伝統・文化、高等教

育機関である岡山県立大学などの新市の魅力や特色を発信するため、ＣＡＴＶの放送内容の充

実や施設の整備を行います。 
さらに、インターネットや CATVを活用した情報提供や市民からの情報を双方向で受発信で

きるように、庁内 LANを含めた情報提供システムを構築します。 
 

⑥生活基盤の整備・充実 
住宅需要の動向に応じた宅地開発を民間活力の導入等により促進し、良好な住宅地の供給を

図ります。 
上水道については、水の安定供給とともに、水の安全性を確保するために、供給設備や施設

の整備・充実を図ります。また、簡易水道事業を推進し未給水地域の解消に努めます。 
一般廃棄物処理計画を策定し、良好な生活環境の形成と河川等の水質保全のために、地域の

実情に応じた公共下水道、農業集落排水の整備や合併処理浄化槽の設置を推進します。あわせ

て、し尿・浄化槽汚泥の適正な処理のため、老朽化しているし尿処理施設の整備も行います。

さらに、公営墓地の整備も進めます。 
辺地地域については、辺地総合整備計画を策定し、生活基盤の整備を計画的に進めます。 
 

⑦公園・緑地の整備 
身近な公園や広場の整備を計画的に進めることはもとより、雪舟生誕地公園の整備をはじめ

とする歴史的資源を生かした公園・緑地の整備を行います。 
また、河川や水路では、自然とふれあう機会や空間の創出のために、親水公園や広場の整備

などを進め既存の公園・緑地とともに、水と緑のネットワークの形成を図ります。 
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⑧消防・防災、防犯、交通安全の推進 

地域防災計画の策定を行うとともに、市民の防災意識の高揚や自主防災組織の育成を図り、

行政と地域が一体となった総合的な地域防災システムの確立を目指します。また、大雨や洪水

等の自然災害に対しては、河川改修を進め、防災機能の向上に努めます。 
消防体制については、消防署出張所等の配置を見直し、適切な施設の整備、改修を行います。

また、消防団の育成・強化、各種消防施設や設備の充実を図り、消防体制を充実します。また、

増加する救急需要に対応するために、医療機関等との協力や救急・救命体制の充実に努めます。 
地域の安全性を向上するために、警察署などの関係機関との協力により、地域と連携した防

犯運動を展開するなど、地域防犯体制の充実に努めるとともに、施設の整備充実を図ります。 
交通安全については、歩行者や自転車利用者、お年寄りなどが安全で通行できるまちを目指

して、交通安全意識の高揚や交通安全施設の整備充実を図り、交通事故の起きにくい環境づく

りを進めます。 
 

⑨資源循環型社会の構築 
資源循環型社会の構築を目指し、ごみの分別収集の徹底や減量化、資源ごみのリサイクルや

再利用を積極的に進めます。一般廃棄物の処理については、岡山県ごみ処理広域化計画及び一

般廃棄物処理計画を踏まえて、新最終処分場をはじめとする廃棄物処理施設の整備・充実に努

めます。 
また、省資源・省エネルギー運動を展開するとともに、新エネルギービジョンの策定や新エ

ネルギー導入の検討を積極的に行い、地球温暖化対策などの地球環境問題に取り組みます。 
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施策の項目 主要施策 
適正な土地利用の推進と市街地整備 国土利用計画の策定 
 土地区画整理事業 
 清音駅東口開発事業 
自然環境・歴史的景観の保全と活用 河川整備等における自然的工法の推進 
 吉備路ふるさとの原風景保全事業 
 鬼城山環境整備事業（再掲） 
 水辺の楽校の活用 
道路網の整備・充実 基幹道路網の整備（国道４２９号、総社足守線バイパス、

水別総社線）【県事業】 
 市道建設・改良事業（刑部三須線、黒尾支線 3195号道、

宇山延原本線、清音村道 412号道ほか） 
公共交通機関の充実 バス交通の充実 
 総社駅・服部駅前整備 
情報ネットワークの整備・活用 光ファイバなどの高速情報通信網の整備 
 CATVの普及と放送内容の充実 
 情報提供システムの構築 
生活基盤の整備・充実 上水道施設の整備充実 
 公共下水道の整備充実 
 農業集落排水の整備充実 
 合併処理浄化槽設置整備事業の促進 
 し尿処理施設の整備 
 公営墓地の整備 
 辺地総合整備計画の策定・推進 
公園・緑地の整備 雪舟生誕地公園整備 
 公園・広場の整備 
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施策の項目 主要施策 
地域防災計画の策定・推進 消防・防災、防犯、交通安全の推進 

自主防災組織の育成 
 防災行政無線のデジタル化整備 
 県管理河川の整備改修 【県事業】 
 市管理河川の整備改修 
 消防署出張所の整備・改修 

消防施設の充実 
地域防犯体制と施設の整備充実 

 

交通安全意識の高揚と施設の整備充実 
資源循環型社会の構築 リサイクル運動の推進 
 廃棄物処理施設の整備充実 
 新エネルギービジョンの策定・推進 
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(4)活力と躍動のある産業のまちづくり 
①農林業の振興 

用排水路やため池、農道などの農業基盤施設の整備を行うとともに、農業集落排水事業や生

活道路の整備など総合的な農村環境の整備を進めます。優良農地については、農業が有する多

面的機能を生かすために、積極的に保全を行います。 
経営の安定化と産業として自立できる農業の確立を目指して、新たな担い手の確保や後継者

の育成を積極的に行うとともに、営農組織育成の支援による農業経営基盤の強化や農業関係機

関・団体や生産者との連携強化を図るなど、農業経営の合理化を促します。さらに、生産から

加工、販売までを行う農業の 6次産業化を促します。 
新市で栽培される農産物については、安全な農産物を安定供給できるように、経営者の意識

の高揚を図るとともに、生産体制や品質の管理に努めます。また、サンロード吉備路、吉備路

もてなしの館、きよね青空市などの直売所の充実はもとより、民間流通業者と提携した産地直

送や契約栽培・販売、学校給食への食材供給などによる地産地消を進め、農産物の流通・販売

を促進します。さらに、農業関係機関・団体との協力により、農産物の加工の研究や開発を進

め、新たな特産品づくりを目指します。 
林業については、治山事業の推進や林道の整備などの林業生産基盤の強化や森林資源の適切

な維持管理に努め、森林が有する水源かん養などの公益的機能の向上を目指します。 
 

②商工業の振興 
商業については、JR 総社駅前広場の整備とあわせて、賑わいの創出に努めるとともに、商

業地への新市にふさわしい小売業の配置を働きかけます。 
幹線道路沿いなどでの大規模小売店の出店については、大規模小売店舗立地法の適切な運用

と、周辺住民の生活環境の保全と確保に努めます。 
交通条件が整っている岡山総社インターチェンジ周辺には、情報基盤施設の整った流通業務

拠点の形成を図ります。 
工業については、新市の交通条件を生かし、各種融資制度等の活用などにより優良企業や研

究所の誘致を進め、雇用の拡大や若者定住化を促進します。 
地元既存企業や地場産業については、新たな産業の創出支援として、新製品の開発や技術の

高度化、経営体質の強化の支援などに努めます。 
勤労者福祉の充実と福利厚生施設の整備を図ります。 
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③観光の振興 

新市の市域各地に残る歴史的遺産やそれらを取り囲む歴史的な香りや風景、高梁川や吉備路

風土記の丘県立自然公園に代表される水と緑豊かな自然環境や田園が広がる美しい農村風景

など、新市のこのような観光資源をネットワーク化し、周遊性を高めるとともに、新たな観光

資源の開発と施設整備を計画的に進めます。 
また、滞留性を高めるため、観光型・体験型農業の展開や宿泊施設の充実に努めるとともに、

古代吉備文化を発信する拠点や体験型交流拠点の整備を進めます。 
さらに、新たな特産品の開発に取り組むとともに、新市の農産物や特産品などをこれら拠点

施設で販売します。 
これら観光に関する情報は、パンフレット、インターネットや CATVなどを通じて、広く情

報発信します。 
 
 

施策の項目 主要施策 
農林業の振興 農業基盤施設の整備 
 経営体育成基盤整備事業 【県事業】 

防災ダム事業 【県事業】  
農業用河川工作物応急対策事業 【県事業】 

 農村振興統合整備補助事業の推進 
 農地高度利用事業の推進 
 営農組織の育成 
 特産品開発・販売の推進 
 治山事業 【県事業】 
 林道整備事業 
商工業の振興 大規模小売店舗立地法の適切な運用 
 流通拠点施設の誘致 
 企業誘致の推進 
観光の振興 観光資源のネットワーク化と情報の発信 

吉備路風土記の丘周辺整備  

新県立博物館誘致運動の展開（再掲） 
 歴史民俗資料館の整備（再掲） 
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(5)市民主役のまちづくり 
①男女共同参画社会の実現 

男女共同参画社会の実現を目指して、男女がさまざまな分野にともに参画し、ともに責任を

担う社会を創造することを目標とします。そのために、男女共同参画条例を制定し、基本計画

を策定するとともに、男女平等や基本的人権の尊重などの意識啓発、さまざまな社会活動への

女性の参加機会の充実とそのための環境整備、男女共同参画推進の活動拠点の整備などに努め

ます。 
 

②地域づくりやコミュニティ活動の推進 
地域の独自性を生かしながら、市民と行政との連携と協働によるまちづくりを推進します。

また、各市村が行ってきた行事イベント等を引き続き行うとともに、各地域の自主的な取り組

みによる活動等に対して、基金を創設し、その活用等により地域のまちづくり活動を支援しま

す。 
身近なコミュニティ活動の場の整備とともに、コミュニティリーダーの発掘・育成や各コミ

ュニティ組織活動の育成・支援に努め、連帯感や相互扶助の精神に溢れた地域づくりに努めま

す。 
地域の連帯感の醸成や交流の促進を図るために、新たな地域間交流事業、これまで実施して

きた祭りやイベントの共同実施などを進めます。また、今後も、これまでの姉妹都市や国際交

流の取り組みなどを進めます。 
 

③ボランティア活動、NPOへの支援 
新市のボランティア活動や NPO 活動を活性化させるため、社会福祉協議会をはじめとする

関係団体との連携を強化し、ボランティア・NPOのネットワークの形成を図ります。 
市民がボランティア活動や NPO 活動に積極的に参加できるように、組織の立ち上げ支援や

活動に対する相談体制の充実を進めるとともに、活動に必要な情報の提供を行います。 
さらに、新市のボランティア活動や NPO 活動が定着するように、各種交流イベントの実施

など市民の参加機会の充実や活動に関する情報の発信に努めます。 
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施策の項目 主要施策 
男女共同参画条例の制定、基本計画の策定及び推進 男女共同参画社会の実現 
女性の社会参加機会の拡充と環境整備 

 男女共同参画推進の活動拠点の整備 
地域づくりやコミュニティ活動の推進 地域の連帯とまちづくりのための基金の創設 
 活力ある地域コミュニティづくりの推進 
 コミュニティ活動の場の整備 
 地域間交流事業・イベントの実施 
ボランティア活動、NPOへの支援 ボランティア、NPOのネットワークの形成 
 ボランティア活動、NPOの設立などへの支援 
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(6)効率的・効果的な行財政運営 
①効率的な行政運営 

この計画の実現に向けて、重点的・効果的な事業を計画的に推進するために、行政改革大綱

を策定のうえ、高度化・多様化した行政事務に対する人材育成や適材適所の職員配置、行政の

透明性の確保など、効果的・効率的な行政運営を行います。 
定員の適正化については、管理部門を中心とした一般行政職の新規採用数を抑制することや、

民間委託を推進することにより、職員数の削減に努めます。 
今後ますます多様で高度化する住民ニーズに対応できるように、適材適所の職員の配置や専

門的知識や技能を有する職員の確保・育成を進めるとともに、フレキシブルな組織運営を行い

ます。計画的で効果的な行政運営を図るために、事業評価システムの確立を目指します。 
庁舎などの公共施設の整備改修を行うとともに、庁内情報システムの整備・充実による本庁

と旧役場間の情報ネットワークの形成を図り、市民サービスの維持・向上に努めます。 
 

②健全な財政運営 
計画的で効率的な財政運営を図るため、バランスシートを作成し、公表します。 
国・県支出金などの特定財源の積極的な確保、市債の適正な管理に努めるとともに、財政基

盤の強化を図るため、自主財源の確保と充実に努めます。 
 
 

施策の項目 主要施策 
効率的な行政運営 行政改革大綱の策定・推進 
 定員適正化計画の策定・推進 
 事務事業の委託など民間活力の導入 
 事業評価システムの確立 
 公共施設の整備・改修 
健全な財政運営 バランスシートの作成公表 
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6.公共施設の統合整備 
 
公共施設の統合整備については、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう十分配慮し、地域

の特殊性や地域間のバランス、財政事情等を考慮しながら検討し、整備を行っていきます。 
統合整備の検討にあたっては、行財政運営の効率化はもとより、既存の公共施設の有効利用

や相互利用等を総合的に勘案し、新市全体として地域の均衡ある発展とともに、住民サービス

の低下を招かないように配慮することとします。 
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7.財政計画 
 

1)財政計画の基本的な考え方 
新市における財政計画は、平成 17年度から平成 26年度までの 10年間について、過去の実

績等により、普通会計の歳入歳出の各項目ごとに作成したものです。 
作成にあたっては、新市建設計画に基づく主要事業、住民負担・サービスに関する調整方針

に伴う財政影響分、合併に伴う経費の削減、少子・高齢化等による経費の増加、国による財政

支援等を反映させるとともに、健全な財政運営を図るよう配慮しています。 
 

2)歳入・歳出 
【歳 入】 
(1)地方税等 

地方税等については、過去の実績や推移等を踏まえ、現行の制度を基本にして推計していま

す。 
 

(2)地方交付税 
地方交付税については、普通交付税の算定の特例（合併算定替）により算出し、合併特例債

の償還に係る算入分や、特別交付税措置等の合併支援措置を見込んで推計しています。 
 

(3)分担金及び負担金 
分担金及び負担金については、過去の実績推移を踏まえて推計しています。 
 

(4)使用料、手数料 
使用料、手数料については、過去の実績推移を踏まえて推計しています。 
 

(5)国庫支出金、県支出金 
国庫支出金、県支出金については、過去の実績推移を踏まえるとともに、合併に伴う国の補

助金、県の交付金を見込み、新市建設計画に基づく事業に係るものを見込んで推計しています。 
 

(6)財産収入、寄附金 
財産収入、寄附金については、過去の実績を踏まえて推計しています。 
 

(7)繰入金 
繰入金については、財源調整のための財政調整基金等からの繰入金を見込んで推計していま

す。 
 

(8)諸収入 
諸収入については、過去の実績推移を踏まえて推計しています。 
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(9)地方債 

地方債については、新市建設計画に基づく事業の合併特例債や、通常債等の発行分を見込ん

で推計しています。 
  

【歳 出】 
(1)人件費 

人件費については、一般職員、特別職等の人件費の削減効果を見込んで推計しています。 
 

(2)物件費 
物件費については、過去の実績推移を踏まえ、合併による事務削減効果及び臨時経費を見込

み、その他の通常経費については、毎年削減していくことを見込んで推計しています。 
 

(3)維持補修費 
維持補修費については、過去の実績推移を踏まえて推計しています。 
 

(4)扶助費 
扶助費については、過去の実績推移を踏まえるとともに、少子・高齢化の影響等を勘案して

います。また、合併に伴う 2村の生活保護費と児童扶養手当について、県からの事務委譲によ
る増加等を見込んで推計しています。 

 
(5)補助費等 

補助費等については、過去の実績推移を踏まえて推計しています。 
 

(6)公債費 
公債費については、すでに発行している地方債に係る償還予定額に、新市における新たな地

方債（合併特例債等）に係る償還額を見込んでいます。 
 

(7)積立金 
積立金については、合併後の市町村振興のための基金造成による積立や、後年度の公債費対

策として、減債基金への積立等を見込んでいます。 
 

(8)繰出金 
繰出金については、各特別会計の過去の実績推移や事業計画等を踏まえて推計しています。 
 

(9)投資・出資・貸付金 
投資・出資・貸付金については、過去の実績推移を踏まえて推計しています。 
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(10)普通建設事業費 

普通建設事業費については、新市建設計画に基づく事業費及び経常的な普通建設事業費を見

込んで推計しています。 
 
 
 
 



 

 

 歳 入           

          （単位：百万円） 

 区  分 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

 地方税 7,526 7,526 7,523 7,525 7,523 7,554 7,552 7,552 7,552 7,551 

 地方譲与税・交付金 1,573 1,573 1,573 1,573 1,573 1,573 1,573 1,573 1,573 1,573 

 地方交付税 5,585 5,483 5,441 5,280 5,301 5,286 5,336 5,296 5,344 5,348 

 分担金及び負担金 938 955 947 946 942 1,007 742 742 742 742 

 使用料・手数料 404 404 404 404 404 404 404 404 404 404 

 国庫支出金 1,965 2,276 1,925 2,203 2,039 1,933 1,647 1,584 1,602 1,917 

 県支出金 1,103 1,135 1,113 1,107 983 973 935 935 933 924 

 財産収入・寄附金 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76 

 繰入金 390 670 760 1,030 760 550 530 0 0 0 

 諸収入 710 710 710 710 710 710 710 710 710 710 

 地方債 4,634 3,592 3,257 2,241 2,170 2,088 1,984 2,182 2,232 2,496 

 合  計 24,904 24,400 23,729 23,095 22,481 22,154 21,489 21,054 21,168 21,741 

       

 歳 出           

           （単位：百万円） 

 区  分 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

 人件費 5,208 5,282 5,166 5,372 5,086 5,332 5,305 4,943 4,992 4,948 

 物件費 2,858 2,718 2,486 2,360 2,240 2,127 2,019 1,917 1,819 1,727 

 維持補修費 350 350 350 350 350 350 350 350 350 350 

 扶助費 2,334 2,377 2,427 2,469 2,520 2,563 2,614 2,657 2,707 2,749 

 補助費等 2,236 2,236 2,236 2,237 2,236 2,141 1,968 1,886 1,886 1,986 

 公債費 3,073 3,289 3,498 3,549 3,734 3,809 3,810 3,722 3,775 3,739 

 積立金 705 704 604 0 6 2 9 8 8 7 

 繰出金 2,921 2,983 2,996 3,005 3,009 3,021 3,025 3,033 3,035 3,037 

 投資・出資・貸付金 628 438 438 438 438 438 438 435 420 420 

 普通建設事業費 4,591 4,023 3,528 3,315 2,862 2,371 1,951 2,103 2,176 2,778 

 合  計 24,904 24,400 23,729 23,095 22,481 22,154 21,489 21,054 21,168 21,741 
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